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　1　本書の内容
　本書は，長年にわたり歴史学の立場から移民
史研究を牽引してきた，パイオニアの一人とし
て知られる木村健二氏による労作である。1980
年代から 2000 年代にかけて著者が取り組んで
きた研究を基礎に，書き下ろした最新の研究成
果を含めて一冊にまとめた移民史論であり，学
生・院生の頃より著者の仕事から多大な学恩を
受けてきた評者にとっても，まさに待望の書と
いえるものである。
　まずは，本書の内容について紹介しよう。序
章では，研究史をふまえて本書の課題が述べら
れる。本書の課題は，地域的には，山口県を中
心に，日本全国も視野に入れつつ，政策・目
的・背景，地域社会・団体組織の役割など「出
移民」の構造・特質を検討することで，移民と
国家・地域社会の関係，さらには，近代日本の
移民とは何だったのかを明らかにすることであ
る。移民の方向と形態については，明治期のハ
ワイ・米国本土への出稼ぎ労働型（第Ⅰ部，第
一章～第四章），明治・大正期の朝鮮への旧中
間層再生・飛躍型（第Ⅱ部，第五章～第七章），
昭和期のブラジル・満洲への「企業家」志向型
（第Ⅲ部，第八章～第十章）の 3つのタイプに

分類している。
　第一章「ハワイ官約移民の受諾と送り出し」
では，ハワイ官約移民の送出過程および背景，
移民の諸結果が検討される。近代日本の海外移
民は，1868 年のハワイのサトウキビ農園での
出稼ぎ労働移民と，グアムの農地開墾労働移民
を嚆矢とした。移民送出は，71 年の「日布修
好通商条約」締結により政府間の正式な合意と
なった。72 年のマリヤ・ルス号事件の影響で，
人身売買的な契約移民の送出に歯止めがかかる
ものの，81 年以降，条約改正交渉との関わり
の中で進展した。ハワイ官約移民の出身府県
は，広島・山口のみで 74％を占めるなど特定
地域に集中した。山口県内では，綿織物業産地
で松方デフレの影響を強く受けた大島郡・玖珂
郡・熊毛郡が大部分を占めた。移民の階層は，
第 1回は村会議員を含む上・中層が多く，第 2
回以降は中・下層が大半を占めたほか，最下層
も含んでいた。
　第二章「私約移民期の政策と移民」では，民
間の移民会社を通じた移民の送出（「私約移民」）
と政策展開が検討される。1896 年の移民保護
法など明治期の移民関係法は，移民取扱人に対
する厳しい監督・取締，その限りでの移民に対
する保護という姿勢が貫かれていた。北米など
非勢力圏への移民については，対外的軋轢を極
力防止するため，これを制限する方針を取り，
一方，朝鮮など勢力圏への移民に対しては，移
民保護法の適用外として便宜を与えた。ハワイ
やフィリピンに出稼ぎ移民したのは，戸主・長
男に二男以下を加えた中層に位置する人びとで
あった。同じ時期には，より高い賃金を求めて
ハワイから米国本土へ転航するケースも増加
し，米国での排日を増幅させた。日清戦争後
は，移民の動機の一つに，徴兵忌避が存在し
た。補論 1「からゆきさん政策」では，明治以
降に海外へ出稼ぎした女性をめぐる日本政府と
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出先の領事館，山口県の対応が検討されてい
る。
　第三章「移民会社の設立主体」では，1891
年以降，日本各地に生まれた民間の移民会社の
設立主体や運営担当者の実態が検討される。移
民関係法規により移民取扱業を許可された業者
は 77 社に及んだ。設立主体は，財閥関係者，
大都市非財閥系営業者，政党関係者，地方名望
家であった。特徴としては，政府との関係が強
い会社が多く，海運業や貿易業など自らの営業
活動と関連づけながら利益を追求していたこ
と，役員には留学や商業視察・営業など海外渡
航体験者が多かったことである。地方名望家
は，大地主あるいは商業を営む資産家であり，
かつ村長など村政に携わる人物も含まれていた
こと，自由民権運動や政友会系の星亨など指導
層とも連携を保つケースもみられた。また，移
民会社のもとで移民募集に関与した国内業務代
理人は，市町村会議員・村長・助役など社会的
信用のある地方名望家が多かった。
　第四章「送金・持帰り金と軍資金献納」で
は，大蔵省や外務省の調査・統計を用いて，海
外移民の送金の実態とその意義が検討される。
出先国別では，米国本土が全体の 50％以上を
占めており，ハワイ・カナダを合わせた「北
米」で約 80％に達した。送金・持帰り金の上
位 10 県は，広島県を頂点として中国・九州地
方など西日本に偏在した。貿易外正貨収支にお
ける送金・持帰り金の比重は，明治後半期より
第一次世界大戦にかけて約 20％を占め，国際
収支の慢性的赤字の縮減に大きく貢献した。地
域社会においては，税収増による町村財政の改
善をはじめ，在外の個人・団体により，小学校
講堂建設や道路改修に際して寄付行為がなされ
た。家計上では，貯金をはじめ，負債償還，不
動産を含めた財物購入，生活費などに充当され
た。海外移民は戦争が起きると，徴兵忌避への

自責の念や，故郷との絆の維持という面から軍
資金献納を行った。
　第五章「商業者の朝鮮進出」では，明治期に
おける商用を中心とする朝鮮進出の背景・特徴
が検討される。日本人の朝鮮進出においては，
不平等条約や韓国保護国化を背景とする日本政
府による朝鮮渡航推進政策が大きな役割を果た
した。瀬戸内海沿岸地域などの商人や廻船業者
が新たな販路・活路を求めて朝鮮の開港場に渡
航した。地域別では，長崎県と山口県を先頭に
西日本地域が大部分を占め，山口県内では，熊
毛郡・赤間関区・大島郡が突出していた。渡航
パターンは，当初より独立営業者だったものに
加えて，親戚や同郷人の被傭人あるいは親に連
れられて渡航し後に独立したものも存在した。
村内の上層商家が牽引しつつ，独立願望を抱く
奉公人も含めた全階層的な進出であった。
　第六章「漁民の朝鮮出漁と移住」では，朝鮮
海域への出漁や移住を起動づけた背景，山口県
の保護奨励政策が検討される。日本漁民の朝鮮
海域への出漁は近世期に遡る。明治期以降は，
国内の入会漁場に関する規制の弱体化があり，
その結果，乱獲・魚群の払底が深刻化したこと
で，新たな漁場への進出が模索された。日露戦
後は，新たなトロール漁業の影響による沿岸漁
業の打撃もあり，朝鮮海域を目指す漁民が増加
した。それを推進したのは，韓国保護国化と韓
国併合を経て強化された日本の朝鮮支配政策で
あり，遠洋漁業補助法，朝鮮通漁組合・同連合
会への補助が実施された。熊毛郡佐合島など一
定の地域からの移住漁業も展開したが，多くは
廃村となり，成功することはなかった。
　第七章「東拓農業移民」では，東拓移民の担
い手とその背景が検討される。日露戦後におけ
る東洋拓殖株式会社の移民事業は，朝鮮の保護
国化や大陸方面への膨張という国家的要請を背
景に，自作農定着型の移民として，土地購入や
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移住費用の 25 カ年償還という恩典のもと募集
された。山口県は全国でも第 4 位の送出県で
あった。統監・総督の寺内正毅や東拓総裁・宇
佐川一正など県出身者の人脈が大きかった。移
民の出身地域は，都濃郡・吉敷郡・熊毛郡・玖
珂郡が多い。熊毛・玖珂を除くと，ハワイや朝
鮮への移住と異なる傾向がみられた。階層は，
国内の農業に展望を見出せない，戸主を含む中
層・中下層の自小作農民が多かった。高額の渡
航費が必要な海外出稼ぎよりも，様々な補助の
ある植民地への農業移住を志向したケースとい
える。
　第八章「防長海外協会の組織と活動」では，
防長海外協会の特徴・役割が検討される。防長
海外協会は，県知事を先頭に，内務部長・各郡
長・市町村長などを発起人として 1918 年に設
立された海外移民の保護奨励機関であった。海
外協会の活動が活発化するのは 20 年代後半以
降であった。防長海外協会では，海外移住組合
の設立もあり，南米方面への移民送出の積極化
と支部の拡張，県人会の吸収合併を進めていっ
た。30 年代後半になると，ブラジルの移民受
入抑制もあり，満洲移民へと傾斜した。会報に
は 20 年代半ばまでは県内各地域の情報が詳細
に掲載されるなど，海外移民にとって郷里の様
子を窺う情報資源になったが，全体として「防
長精神」にみられる精神主義を宣揚する点に特
徴があった。補論 2「山口県大島郡の移民関係
団体」では，大字単位で組織された沖家室惺々
会が移民と郷里，島外の移民間を結びつける役
割を果たした事実が明らかにされている。
　第九章「ブラジル農業移民の送り出し」で
は，ブラジル移民に対する県の施策，移民の属
性が検討される。山口県からのブラジル移民は
全国では第 9 位であった。20 年代後半以降，
防長海外協会・山口県海外移住組合と県が積極
的に移民を推進していく。背景には，人口食糧

及び失業問題の解決や「国運の振作」といった
認識があった。県の「産業五箇年計画」の一環
に移植民事業が組み込まれ，市町村では「移植
事業奨励委員」の選考が行われた。第一次大戦
以降になると，重化学工業化の進展や賃金水準
の上昇など雇用労働市場の拡大があり，県や海
外協会は，従来の出稼ぎではない企業型の移
民，独立自営農民の扶植を推奨していく。地域
的には，玖珂郡北部など衰微しつつある養蚕製
糸地帯の村から移民が多く送り出された。階層
的には中・下層民であった。
　第十章「満洲農業移民の送り出し」では，山
口県の満洲移民の特質が検討される。1930 年
代後半以降，「国策」満洲移民が積極的に推進
された。山口県の送出数は全国第 17 位であり，
その背景として，海外移民の前史に加えて，防
長海外協会を活用した県による強力な移民推進
策があった。戸主の応募が低迷する中で，過小
農の経営に展望を見出せず離村するような二三
男に向けて独立自営農民としての飛躍を呼びか
けており，それに応じた階層もまた中・下層で
あった。分村・分郷計画は，県下で最も耕地狭
小，食糧自給が困難な玖珂郡北部などで進めら
れた。移民推進策や移民多出地域という点で
は，ブラジル移民とも共通性がみられる。山口
県の場合，近隣地域での工業化もあり，「防長
精神」に裏付けされた「海外雄飛」思潮や兵役
義務の代替など責務意識を不可欠としており，
昭和松陰塾や防長海外協会，防長新聞などが大
きな役割を果たした。
　終章では，本書全体の総括がなされる。近代
日本の海外移民は，移民の送金・持帰り金にみ
られるように，国家にとっては国際収支の改
善，地域社会にとっては税収増加・公共施設の
充実，家庭にとっては生活改善の資源となるな
ど大きな意味をもっていた。ただし，移民事象
に通底するのは，対米関係や植民地統治，国内
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の社会問題対策など時期ごとの国家的課題が反
映される「国策」であり，「けっして移民の送
り出しや定着が主要課題になったことはなかっ
た」（399 頁）。それは，山口県など地方レベル
においても同様であり，「海外雄飛」が国家貢
献と結び付けられて語られることで強力に推進
されていった。最後に，大河平隆光の移民論を
手がかりに，近代日本の海外移民が出稼ぎ労働
移民から「開発型植民」へと推移していったこ
と，勢力圏においては現地農民との摩擦など矛
盾を内包していた点を述べ，本書を締めくくっ
ている。

　2　コメント
　近年，歴史学をはじめとする人文社会科学の
分野では，「人の移動」研究が活発化している。
それは，国内移動と国際移動，出稼ぎと移住，
移民と植民，自由移動と強制移動をそれぞれ別
個に検討するのではなく，相互連関や国際比較
を含めたより広い視野から歴史の中の移動現象
を総合的に理解しようとする動きである。
　本書は，近代日本の海外移民の動態を，国家
の政策や労働市場（国内移動）との関連を強く
念頭に置きつつ，山口県の市町村・村落という
出移民の舞台となる地域社会の視点から総合的
に描き出そうとした点で，狭義の移民研究にと
どまらず，上記の研究潮流を体現した画期的な
研究成果として位置づけることができよう。著
者の専門が社会経済史ということもあり，外交
文書や統計資料，財産目録・移住者名簿・名鑑
など移民会社や実業団体の諸資料に加えて，県
庁文書や町村の役場文書，移民後援組織の会報
など地域に存在するあらゆる一次史料を縦横無
尽に駆使し，非勢力圏から勢力圏まで多方面に
わたる出移民の構造・特質を一貫して分析して
いることは本書の特色であり，議論のスケール
の大きさと正当性を裏付けている。

　本書全体に関わる論点として，評者がとくに
印象に残ったことは，送金をはじめ移民がもた
らす多様な効果や関係性を具体的に明らかにす
る一方で，非勢力圏・勢力圏を問わず，国家が
移民の定着や生存を主要課題として認識してい
なかった事実を指摘したことである。こうした
点は，かつて評者が満洲移民の実証研究で明ら
かにしたように，軍事的要請に基づく「国策」
としての移民送出が優先された結果，住居・食
料・資金など現地の受入体制の不備により移民
とその家族が生存の危機に瀕するような厳しい
環境に置かれた事実を想起させる（拙著『日本
帝国の膨張・崩壊と満蒙開拓団』有志舎，2019
年）。ゆえに，移民にとっては，送出母村・地
域社会や海外協会・移民後援会といった中間団
体が大きな比重を占めることになったのだろ
う。移民現象をより深く理解するためには，国
際関係や政策的要因に加えて，移民を取り巻く
複層的なネットワークを丁寧に検証していく必
要性があることを教えてくれる。海外移民の主
たる社会的基盤が，移住資金を一定程度捻出で
きる村内中・下層にあったことも，本書の分析
で具体的に明らかにされた点である。
　その一方で，若干の疑問も残った。本書で
は，移民の目的（形態）に着目し，移民先と時
期の関係から，「Ⅰ 出稼ぎ労働型移民」（明治
期のハワイ・北米），「Ⅱ 旧中間層再生・飛躍
型」（明治・大正期の朝鮮），「Ⅲ 「企業家」志
向型」（昭和期のブラジル・満洲）の 3つの類
型を設定している。しかし，第Ⅲ類型に関して
いえば，戦前のブラジル移民については必ずし
も定住志向ではなく出稼ぎ性が強かったこと
や，満洲移民においては，アジア・太平洋戦争
期には半強制的な動員という固有の性格を帯び
るようになったこともよく知られている。第Ⅱ
類型についても，昭和戦前期，不況に苦しむ自
作農など旧中間層が再起・飛躍を目指してブラ
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ジルや満洲への移住を選択するケースがあった
ことを想起すれば，明治・大正期の朝鮮に限っ
たものではなく，第Ⅲ類型と重なっている点も
多いように思われる。時代状況や理念・目的，
労働市場との関連での類型化という点は理解し
つつも，主体としての移民の意識や行動の諸相
をふまえたとき，上記の類型がどこまで有効な
のだろうか。著者も序章で述べているように，
移民の目的（形態）という視点は，これまでの
研究史では十分に議論に組み込まれてこなかっ
た。それだけに，総合化の試みの中で類型化し
て考察することの意義はとてつもなく大きい
が，限界面を含めて議論の余地は残されている
ように思われる。
　また，分析対象となった山口県は，ハワイ・
朝鮮・ブラジルの事例にみられるように，全国
でも有数の移民県であったが，満洲移民につい
てはそれほど目立つ地位にあったわけではない
（第十章）。むしろ，当時，「移民問題に熱のな
い県民」というように，移民熱の低調さが問題
視されていた（『全日本に揚る民族行進譜（満
洲移住勧奨遊説記）』満洲日日新聞社，1937 年，
107 頁）。その理由・落差は何だったのだろう

か。本書では，ブラジル移民と満洲移民の送出
地域あるいは送出推進機構の重なり（連続面）
が指摘されており，そのこと自体興味深いが，
評者には断絶面もまた大きかったように思えて
ならない。著者が指摘する工業化や労働市場の
要因に加えて，他の海外移民の伝統とは容易に
相容れなかった満洲移民に対する地域や民衆の
論理が存在していたのではないか。
　上記のような若干の疑問はあるにせよ，そう
した点は著者だけでなく，移民に関するテーマ
を扱う多くの研究者に突き付けられた課題でも
あり，実証部分を含めて本書の価値を何ら毀損
するものではない。帝国膨張とグローバル化の
歴史過程を視野に入れた日本近現代史や地域社
会の中に海外移民（「人の移動」）を位置づける
試みは成功しており，移民の社会経済史とし
て，今後，長く読み継がれることになるだろ
う。
（木村健二著『近代日本の移民と国家・地域社
会』御茶の水書房，2021 年 7 月，ⅶ＋ 414 ＋
ⅴ頁，定価 8,800 円（税込））
 （ほそや・とおる　立命館大学経済学部准教授）　


